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Ⅰ．緒言
児童期以降は文部科学省の新体力テスト4）の

普及により学校教育の現場で広く体力・運動能
力の測定と評価が実施されている。50年以上の
継続した取り組みは世界的にも珍しく、国内に
おける測定と評価の必要性の認識は高い。

一方、幼児に関しては、体力・運動能力組
テストが60年以上も前から考案されており3）、
現在でも定期的に測定・調査が実施されてい
る1）13）14）。しかし、保育現場における体力・運
動能力の測定実施の割合は高くない8）9）。

2012年に『幼児期運動指針』5）が示されたこ
とにより今後は保育現場において指針に基づく

取り組みなどの成果を検証していく時期にある
と考えられる。幼児の日常の運動行動の観察に
基づく評価に加えて、測定実施により得られた
測定値を保育現場で活用していくことは、より
適切な評価を実現すると考えられる6）。そのた
め、測定と評価の普及促進が期待される。

保育現場の測定環境に関しては、25ｍ走や
ボール投げの測定実施スペースを確保でき保育
者の測定方法の理解も高い園は比較的多い10）。
このような実態から、専門家などの支援により
保育現場における体力・運動能力の測定と評価
を普及させることができると考えられる。

本研究は、保育現場への支援を試み、その実
践内容を報告すること、および今後解決すべき
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課題を明らかにすることを目的とした。

Ⅱ．方法
１．研究対象

本研究では、保育現場への体力・運動能力の
測定と評価の支援を通して評価基準値の作成を
目的とする科学研究費研究課題（2013～2015年
度）における実践過程の一部を報告する。

2013年度は、愛知県、岐阜県、静岡県西部地
域の全ての私立幼稚園583園と名古屋市内の定
員100名以上の私立保育園105園の合計688園を
対象に質問紙により調査を実施した。なお、郵
送法によりアンケート用紙などを送付し、返信
用の封筒（料金後納）を同封した。

２．調査内容
調査内容は、保育現場における体力・運動能

力の測定と評価の①実施実態、②実施環境、お
よび③測定と評価の支援に対する興味・関心の
程度と必要性についてであった。

３．支援協力園
調査結果に基づき支援に興味・関心が高い園

を抽出し支援協力園を募集した。支援協力に同
意が得られた園は、幼稚園3園および保育園24
園であった。支援内容は、測定講習会の開催、
測定用具・器具の貸し出し、測定補助、評価票
の作成や基本分析などの評価作業であった。

当初は2014年度のみの支援計画であったが
2015年度においても支援を希望する園が多かっ
たため26園には継続して支援した。

Ⅲ．結果と考察
１．調査の回答について

調査の回答について、回答率は16.3％（112
園）であった（Table 1）。また、回答に不同
意の場合の返送率は3.6％（25園）であり、合
計19.9％（137園）から返送があった。

地域別の回答率については、愛知県の幼稚園
15.6％、岐阜県17.3％、静岡県西部地域22.4％、
および名古屋市の定員100名以上の保育園
11.4％であった。静岡県の西部地域内の幼稚園
の回答率は相対的に高く、また幼稚園と保育園
を比較すると保育園の回答率が低かった。

回答率は高くなかった。また本調査の回答に
同意が得られないケースも一定数確認された。
測定と評価の必要性に関する調査では「必要で
ある」との回答は約40％であり、測定を実施し
ていない理由の上位に「測定の必要性を認識し
ていない」との回答が認められる9）。

また、調査では、保育現場の保育者を対象に
幼児の体力・運動能力の測定と評価の①実施実
態と②実施環境に関する調査の回答を依頼し、
さらに園全体について理解している理事長や園
長を対象に③測定と評価の支援に対する興味・
関心の程度と必要性に関する調査も回答を依頼
した。1つの調査の回答には各４～５分程度時
間が必要である。保育業務が多忙の中、3種類
の調査回答には一定の時間が必要である。 

以上のことから、今回の調査で回答率が低
かったことには、保育現場における体力・運動
能力の測定と評価の必要性に関する認識の程度
が低いことや依頼した調査用紙が複数であった
ことが関係していると推測される。

Table 1  Summary of investigation in the 2013 academic year

Prefecture Aichi Gifu Shizuoka
unknown Total

K/N K N K K

n 418 105 98 67 － 688

answered 65 12 17 15 3 112

% 15.6 11.4 17.3 22.4 － 16.3

 K: kindergarten, N: nursery school
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２．支援協力園の募集について
調査に対して回答があった幼稚園または保育

園の内、測定と評価に関する支援に対して興味
関心が高い園についてリストを作成し支援協力
園を募集した。募集の段階で名古屋市内の保育
士会所属園を支援することになり、最終的には
愛知県と岐阜県内の幼稚園および名古屋市内の
公立と私立保育園の合計27園に支援した。

支援協力園選択までの過程は Fig. 1に示す
通りである。今回の支援協力園27園は、調査対
象全体の3.9％に相当する園であった。

支援協力園の募集において、保育士会所属園
の協力を得ることになり支援対象の規模が拡大
した。また、調査対象になっていなかった公立
保育園を支援することができた。今後、保育現
場における支援を進めていく場合、複数の園か
ら構成される組織単位で募集することや公立の
幼稚園や保育園なども募集対象に含めることは
今後の測定と評価の普及において期待される。

３．測定と評価の支援の実際について
支援協力園に対して、順に測定講習会の開催、

測定用具・器具の貸し出し、測定補助、評価票

の作成などの評価作業を支援した。
公立保育園11園に関しては、個人情報の保護

の観点から園外において個人データを保管する
ことができないため、講習会開催と測定用具・
器具の貸し出しまでの支援に限定された。その
ため、測定値を園外で集計・分析できない場合
には、新たな支援の内容として、保育者に評価
作業を園内で全て完了できるように指導・助言
することが必要であると考えられる。
1）測定講習会開催の支援

測定講習会は、幼稚園については各園におい
て保育園については各園の測定担当者（主任保
育士など）が集まり開催された。幼児を対象と
する体力・運動能力測定に従事するのが初めて
の保育者もいたため、はじめに測定と評価の必
要性や意義11）を説明してから、実際の測定で
利用する測定用具・器具を使いながら測定方法
や手順および測定上の留意点を解説した。

講習会の会場では質疑応答も行われ、測定や
評価に関する疑問について講師が回答した。保
育園関係者が集まった講習会では、他園の保育
者との共通理解が得られ、その後の測定実施に
おける情報交換が可能な環境を築いた。このよ

Fig. 1  Selection process of kindergartens and nursery schools supported in this study
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うな測定と評価の必要性についての理解を深め
る機会が今後増えることは期待される。
2）測定用具・器具貸し出しの支援

本研究で推奨した測定項目は、握力、立ち
幅跳び、ソフトボール投げ、25ｍ走、反復横跳
び、体支持持続時間および長座体前屈の７項目
であった（Fig. 2）。園の測定目的に応じて測
定項目の選択は任意であったが、測定用具・器
具の貸し出しは７項目についてであった。

筋力を評価するために握力の測定項目が選択
されることが多い。しかし、握力計は高価なた
め握力計を所有している園は少ないと予想され
る。近年、幼児の手の大きさに合わせて作製さ
れた幼児用の握力計が普及している2）。

ソフトボール投げに利用するソフトボール1
号球を所有している園も少ない。遊びで利用す
るには硬く幼児の手に比べると大きい。

また、反復横跳び（1本ライン）、体支持持
続時間、長座体前屈の測定では、幼児の特性を
考慮して作製された専用の測定器具が考案され
市販されている。例えば、反復横跳びの測定で
は、専用の測定器具を利用しない場合は、測定

時に時間を計測する係と跳んだ回数を数える係
の最低2名の人員配置が必要になるが、専用の
測定器具にはタイマーと跳んだ回数をカウント
できるマットが一体となっているため1名で測
定が可能である。体支持持続時間の測定におい
ては専用の測定器具を利用することにより、測
定者はストップウォッチを操作しないで子ども
の姿勢の崩れなどを確認しながら測定できる。

幼児用の長座体前屈計は、手の位置がずれな
いようにグリップを握る方式になっている。ま
た、まっすぐに前屈できるよう長座体前屈計が
ガイドに沿って移動するようになっており、測
定に慣れない幼児でも比較的測定がスムースに
できるよう工夫がなされている12）。

以上のような測定に必要な測定用具・器具を
保育現場に無償で貸し出して支援した。この支
援により測定実施がスムースに進められるばか
りではなく、測定を経験した保育者の測定方法
や手順の理解が高まったと考えられる。
3）測定補助の支援

屋外で測定する25ｍ走とソフトボール投げ
の測定に関しては園の要望に応じて測定を補助

Fig. 2  Test items recommended in this study

Sit and reachSide jumps

Standing long jump
Softball throw
for distance 25-ｍ dashGrip strength

Timed dipping
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した。実際に測定補助の支援を希望した園は2
年間で合計７園であった。特にソフトボール投
げの測定では、巻尺の設置などの測定準備に加
えて、幼児が投げたボールの落下地点を目視し
て計測する係とボールを捕球する係が必要とな
り、測定に多くの人員配置が必要となる。保育
者が不足する場合は、保護者の補助が期待でき
るような環境づくりが期待される。
４）評価作業の支援

評価作業の支援では、個人の評価票の作成や
園単位の基本統計量の算出について支援した。

測定には私立園と公立園の幼児が2年間で延
べ2,000名以上参加したが、実際の評価票の作
成と基本統計量算出の支援の対象幼児は、2年
間で公立保育園に在籍する幼児を含まない合計
1,901名であった（Table 2）。

前述のように、公立保育園11園に関しては、
個人情報の保護の観点から園外において個人
データを保管することができないため、評価作
業の支援はできなかった。測定による資料を保
育現場で有効に活用していくためには評価は不
可欠である。そのため、測定値を園外で集計・
分析できない場合には、保育者が評価作業を園
内で全て完了できるようなスキルを習得するこ
とが必要であると考えられる。

なお、評価票の作成には幼児体力評価プロ
グラム（竹井機器工業社製 T.K.K.5820）を利
用した。評価票の見本は Fig. 3の通りである。
評価票の作成とフィードバックにより、それぞ
れの幼児の体力・運動能力についての保育者の
理解が高まるばかりではなく、保育者と保護者
間における共通理解を深める機会になったと考
えられる。評価票の有効活用が期待される。

本研究をサブテーマとする研究課題におい
ては、保育現場の支援により得られたデータか

ら評価基準値を作成し保育現場に還元していく
ことを主目的としていた。評価基準値の作成に
おいては、外れ値の取り扱いや正規分布の確認
などについて注意が必要である7）。偏りのない
データを収集するためには、公立園や私立園、
また保育園、幼稚園、こども園の別なく測定し
たデータを共有できるようにすることが今後期
待される。測定値が利用できない場合には、園
別に算出された平均値と標準偏差によって評価
基準値を作成する方法についても検討が必要で
ある。また、評価作業には専門的知識を必要と
するため、保育者と測定関係の専門家が連携・
協力する機会を増やすことが課題である。

2年間で延べ約1,900名の幼児の体力・運動

Table 2  Participants in measurement and evaluation supported by this study

K/N academic year boys girls total

kindergarten
2014 89 124 213

2015 62 97 159

nursery school
2014 445 436 881

2015 349 299 648

Fig. 3  An example of a sheet for evaluation
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能力データを保育現場と研究機関で共有するこ
とができた。男女別で0.5歳間隔のグループに
分けた場合、４歳後半から６歳前半の各グルー
プに100名以上の標本数を確保できると予想さ
れる。つまり、本支援により比較的大きな標本
に基づく評価基準値の作成が可能である。

測定と評価は別々に扱うのではなく、測定と
評価までの一連の過程として機能することが保
育現場における子どもの発育発達援助に有益で
ある。今後、保育現場の測定と評価を支援する
システムを構築していくことは、測定と評価の
普及促進に貢献すると考えられる。

Ⅳ．要約
本研究は、保育現場への支援を試み、その実

践内容を報告することおよび今後解決すべき課
題を明らかにすることを目的とした。今後の検
討課題として以下のことが示唆された。
1）講習会の開催などにより測定と評価の必要

性について理解を深める機会を増やすこと。
2）測定値を園外で集計・分析できないような

環境にある園の保育者には評価作業を園内で
全て完了できるように助言・指導すること。

3）保育現場の保育者と測定関係の専門家が連
携・協力する機会を増やすこと。

４）測定と評価を普及させるため保育現場を支
援するシステムを構築すること。
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